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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期

第３四半期
連結累計期間

第67期
第３四半期
連結累計期間

第66期

会計期間
自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

売上高 （百万円） 102,813 99,881 136,683

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 980 △368 1,266

四半期（当期）純利益又は四半

期純損失（△）
（百万円） 570 △1,303 859

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 725 △1,120 924

純資産額 （百万円） 16,256 15,242 16,454

総資産額 （百万円） 48,819 48,566 45,244

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）

（円） 51.97 △118.70 78.24

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 33.3 31.4 36.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,328 △229 △518

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △123 △636 △186

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,280 1,157 279

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 615 652 361

 

回次
第66期

第３四半期
連結会計期間

第67期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成25年10月１日
至　平成25年12月31日

自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 21.08 △61.83

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり

四半期純損失金額であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、家計や企業の消費マインドの低下により、消費増税後の落ち

込みの回復がもたついていることや貿易収支の赤字が続いておりますが、企業向け支援策や公的需要の増額を通じ

た経済効果や雇用者所得の改善が支えとなり、緩やかに回復の兆しがみられております。しかしながら、当業界に

おきましては円安に伴う輸入コストの増加や消費増税による物価の上昇により消費者の可処分所得の減少や業種・

業態の垣根を越えた低価格競争により依然として厳しい状況が続いております。

　このような状況の中、当社グループは安定的な成長の確立を目指し、キャッシュ・フロー改善を軸に「利益志

向」の活動を重視してまいりました。独自性のある付加価値を創出し続ける「ユニークな価値創出型企業グルー

プ」を目指して、常に消費者起点で付加価値の高い商品やサービスを提供し、株主価値を高める高収益体質となる

ことを目標に掲げ、平成27年３月期は中期３ヶ年計画の２年目として、特に以下の５項目に注力しております。

 

①　差別化の強化

　当社は、より付加価値の高い新しい中間流通業「価値創出型マーケティング＆セールス・カンパニー」を目指

して、強化してきたマーチャンダイジング機能にマーケティング機能を加えて、お取引先様のニーズを満たす消

費者起点での最適な品揃えや売場づくりをより一層強化してまいります。

 

②　地域卸事業の強化

　当社は、中間流通機能である、効率的・効果的なサプライチェーンの全体最適の仕組みや幅広い品揃え・最新

の商品情報（売れ筋・販促企画）などを活用して、地域卸売業者様のニーズを満たす取り組みを広域に推進して

まいります。

 

③　生産性向上とコスト構造改革の推進

　当社は、あるべき目標数値を設定して、業界トップクラスの生産性の実現と経営の安全性や安定性をより強固

とするために損益分岐点率の改善を目的としたコスト構造改革を推進し続けます。

 

④　キャッシュ・フロー経営の徹底

　当社は、「キャッシュ・フロー経営」を徹底することにより、利益志向の浸透や財務体質の強化などを図り、

企業価値とともに株主価値を最大化させてまいります。

 

⑤　人材育成の更なる強化

　企業理念を中核におき、全社員が常に自己変革により成長し、広い視野とビジネスセンスを持つ「志の高いプ

ロフェッショナル集団」を目指しております。

　当社は、独自の人材育成プログラムである「ＣＢＣアカデミー」を継続し、「階層別人材育成プログラム」等

により、一般社員のレベルアップと経営幹部の育成を行なってまいります。
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　当第３四半期連結累計期間の営業損失は３億８千５百万円となり、前年同期比13億１千５百万円減少いたしまし

た。主な要因は、消費増税後の駆け込み需要の反動減からの回復が未だ遅れており、日用雑貨事業の売上高が30億

２千１百万円減少したことによって、営業利益が４億７千７百万円減少したことによります。

　また、物流拠点の統廃合に伴う、一連の損失を事業再編損として特別損失に14億２百万円計上したことによっ

て、四半期純利益は前年同期比18億７千４百万円減少しております。

 

　以上の結果、子会社６社を含めた当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高998億８千１百万円（前年同期比

29億３千２百万円減）、営業損失は３億８千５百万円（前年同期営業利益９億３千万円）、経常損失は３億６千８

百万円（前年同期経常利益９億８千万円）、四半期純損失は13億３百万円（前年同期四半期純利益５億７千万円）

となりました。

 

　セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

①　日用雑貨事業におきまして、売上高は982億９千８百万円（前年同期比30億２千１百万円減）、営業利益は

２億９千２百万円（前年同期比４億７千７百万円減）となりました。

 

②　物流受託事業におきまして、売上高は14億２千６百万円（前年同期比９千２百万円増）、営業損失は６億７

千５百万円（前年同期営業利益１億５千９百万円）となりました。

 

③　不動産賃貸事業におきまして、売上高は１億５千５百万円（前年同期比４百万円減）、営業利益は７千万円

（前年同期比７百万円減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、前連結会計年度末比30億４千３百万円増の355億６千４百万円となりました。これは主として、受

取手形及び売掛金が15億３千７百万円、商品及び製品が７億４千万円、現金及び預金が２億９千万円、その他に含

まれる未収還付法人税が７億４千６百万円それぞれ増加し、その他に含まれる前渡金が２億８千４百万円減少した

ことによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末比２億７千８万円増の130億１百万円となりました。これは主として、投資有価

証券が２億８千万円増加したことによるものであります。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の総資産合計は、前連結会計年度末比33億２千２百万円増の485億６

千６百万円となりました。

 

（負債）

　負債合計は、前連結会計年度末比45億３千４百万円増の333億２千３百万円となりました。これは主として、支

払手形及び買掛金が23億４千５百万円、短期借入金が13億９千万円、流動負債の資産除去債務が１億６千万円、そ

の他に含まれる未払金が10億３百万円それぞれ増加し、未払法人税等が１億８千８百万円、賞与引当金が１億６千

９百万円それぞれ減少したことによるものであります。

 

（純資産）

　純資産合計は、前連結会計年度末比12億１千２百万円減の152億４千２百万円となりました。これは主として、

利益剰余金が13億９千４百万円減少したことによるものであります。
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(3）キャッシュ・フローの状況の分析

　当第３四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物残高は、６億５千２百万円（前連結会計年度末比２億

９千万円増）となりました。

　当第３四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、２億２千９百万円（前年同期比10億９千８百万円減）の支出となりまし

た。収入の主な要因は、減価償却費３億６千２百万円、事業再編損14億２百万円及び仕入債務の増加23億４千５百

万円によるものであります。支出の主な要因は、税金等調整前四半期純損失が18億７千２百万円、売上債権の増加

15億３千７百万円、たな卸資産の増加５億６千５百万円及び法人税等の支払額３億９千１百万円によるものであり

ます。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、６億３千６百万円（前年同期比５億１千３百万円増）の支出となりまし

た。支出の主な要因は、有形固定資産の取得による支出６億３百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、11億５千７百万円（前年同期比１億２千３百万円減）の収入となりまし

た。収入の主な要因は、短期借入金の増加13億９千万円と配当金の支払１億３千１百万円によるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間までに生じました営業利益の減少につきましては、当第３四半期連結累計期間におけ

る新規物流拠点の開設に伴う一時費用の増加や、物流拠点の統廃合によって費用が増加していることによるもので

あります。予定では今期までに完了し、翌期への影響は軽微であります。

　消費増税の反動による売上減少は、第３四半期連結累計期間以降も長引いておりますが、消費者起点のマインド

で戦略的マーケティングを実行することで対処してまいります。

　貸倒れに対する対策は引き続き、設けていたファクタリングから取引信用保険へ変更して、より一層その費用及

びリスクの軽減対策をしております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,000,000

計 49,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 12,309,244 12,309,244

　 東京証券取引所

　　ＪＡＳＤＡＱ

　（スタンダード）

単元株式数は1,000

株であります。

計 12,309,244 12,309,244 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 12,309,244 － 1,608 － 1,321

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

　普通株式　　 1,326,000
－

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　　10,909,000 10,909 同上

単元未満株式 普通株式　　　　74,244 －
１単元（1,000株）未満の

株式

発行済株式総数 12,309,244 － －

総株主の議決権 － 10,909 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式375株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

中央物産株式会社

東京都港区南青山

二丁目２番３号
1,326,000 － 1,326,000 10.78

計 － 1,326,000 － 1,326,000 10.78
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

(1）役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役 兼 専務執行役員

 

専務取締役 兼 専務執行役員

物流本部長 兼 Ｍ＆Ｓ統括室長
尾田寛仁 平成26年10月１日

取締役 兼 常務執行役員

Ｍ＆Ｓ本部長 兼

Ｍ＆Ｓ本部 第一営業本部長

取締役 兼 常務執行役員

Ｍ＆Ｓ第一本部長 兼 Ｍ＆Ｓ第一本

部　第二営業本部長

提坂直弘 平成26年10月１日

取締役 兼 執行役員

Ｍ＆Ｓ本部 第二営業本部長

取締役 兼 執行役員

Ｍ＆Ｓ第二本部長
永田光市郎 平成26年10月１日

取締役 兼 執行役員

Ｍ＆Ｓ本部 ＭＤ本部長

取締役 兼 執行役員

Ｍ＆Ｓ第一本部 ＭＤ本部長
松島淑雄 平成26年10月１日

取締役 兼 執行役員

物流本部長

取締役 兼 執行役員

Ｍ＆Ｓ第一本部 第一営業本部長
加藤雅之 平成26年10月１日

 

(2）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

専務取締役 兼 専務執行役員 － 尾田寛仁 平成26年12月31日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 361 652

受取手形及び売掛金 21,416 ※１ 22,954

商品及び製品 6,757 7,497

仕掛品 354 126

原材料及び貯蔵品 121 174

繰延税金資産 191 202

未収入金 2,381 2,502

その他 945 1,464

貸倒引当金 △8 △9

流動資産合計 32,521 35,564

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,564 3,667

土地 4,920 4,586

その他（純額） 176 306

有形固定資産合計 8,661 8,560

無形固定資産   

その他 220 245

無形固定資産合計 220 245

投資その他の資産   

投資有価証券 2,150 2,431

繰延税金資産 2 －

退職給付に係る資産 － 12

その他 1,734 1,810

貸倒引当金 △47 △60

投資その他の資産合計 3,840 4,195

固定資産合計 12,722 13,001

資産合計 45,244 48,566
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,651 ※１ 15,996

短期借入金 9,910 11,300

未払法人税等 195 7

未払事業所税 26 19

賞与引当金 333 163

役員賞与引当金 26 －

返品調整引当金 49 18

資産除去債務 － 160

その他 2,490 3,051

流動負債合計 26,682 30,717

固定負債   

繰延税金負債 689 804

役員退職慰労引当金 490 509

退職給付に係る負債 193 120

資産除去債務 452 554

その他 279 617

固定負債合計 2,106 2,606

負債合計 28,789 33,323

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,608 1,608

資本剰余金 1,321 1,321

利益剰余金 13,385 11,990

自己株式 △336 △337

株主資本合計 15,977 14,583

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 476 656

退職給付に係る調整累計額 0 2

その他の包括利益累計額合計 476 659

純資産合計 16,454 15,242

負債純資産合計 45,244 48,566
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 102,813 99,881

売上原価 91,603 89,441

売上総利益 11,210 10,439

販売費及び一般管理費 10,280 10,824

営業利益又は営業損失（△） 930 △385

営業外収益   

受取利息 10 6

受取配当金 36 38

保険解約返戻金 24 －

デリバティブ評価益 31 －

その他 22 38

営業外収益合計 125 83

営業外費用   

支払利息 58 60

デリバティブ評価損 － 2

その他 16 4

営業外費用合計 75 67

経常利益又は経常損失（△） 980 △368

特別利益   

固定資産売却益 － 38

ゴルフ会員権売却益 9 －

特別利益合計 9 38

特別損失   

投資有価証券評価損 16 18

貸倒引当金繰入額 － 120

事業再編損 － ※１ 1,402

特別損失合計 16 1,541

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
973 △1,872

法人税等 402 △568

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
570 △1,303

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 570 △1,303
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
570 △1,303

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 154 180

退職給付に係る調整額 － 2

その他の包括利益合計 154 182

四半期包括利益 725 △1,120

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 725 △1,120

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
973 △1,872

減価償却費 282 362

事業再編損 － 1,402

ゴルフ会員権売却損益（△は益） △9 －

有形固定資産売却損益（△は益） － △38

投資有価証券評価損益（△は益） 16 18

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 12

賞与引当金の増減額（△は減少） △254 △195

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10 －

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △12

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △6

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13 18

返品調整引当金の増減額（△は減少） △16 △30

受取利息及び受取配当金 △46 △45

支払利息 58 60

売上債権の増減額（△は増加） △3,928 △1,537

破産更生債権等の増減額（△は増加） 3 △12

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,855 △565

仕入債務の増減額（△は減少） 3,365 2,345

その他 511 270

小計 △902 173

利息及び配当金の受取額 49 48

利息の支払額 △58 △60

法人税等の支払額 △416 △391

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,328 △229

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △89 △603

有形固定資産の売却による収入 5 415

無形固定資産の取得による支出 △49 △105

投資有価証券の取得による支出 △35 △35

投資有価証券の売却による収入 － 0

ゴルフ会員権の売却による収入 22 －

その他 23 △308

投資活動によるキャッシュ・フロー △123 △636

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,450 1,390

配当金の支払額 △131 △131

自己株式の取得による支出 △1 △0

リース債務の返済による支出 △37 △100

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,280 1,157

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △170 290

現金及び現金同等物の期首残高 786 361

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 615 ※１ 652
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法をデュレー

ションアプローチへ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が６千３百万円減少し、利益剰余金が４千

１百万円増加しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純

損失に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －百万円 28百万円

支払手形 －百万円 351百万円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　物流拠点の統廃合により発生した減損損失及びその他関連費用を、特別損失の事業再編損として1,402百

万円計上しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

現金及び預金 615百万円 652百万円

現金及び現金同等物 615百万円 652百万円

 

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月14日

取締役会
普通株式 131 12.0 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月27日

取締役会
普通株式 131 12.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 

日用雑貨
事業

物流受託
事業

不動産賃貸
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 101,319 1,334 160 102,813 － 102,813

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － － －

計 101,319 1,334 160 102,813 － 102,813

セグメント利益又は損失（△） 769 159 77 1,007 △76 930

（注）「調整額」の区分は、報告セグメントに配分していない全社費用であり、報告セグメントに帰属しない一般管理

費です。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

合計
 

日用雑貨
事業

物流受託
事業

不動産賃貸
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 98,298 1,426 155 99,881 － 99,881

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －  

計 98,298 1,426 155 99,881 － 99,881

セグメント利益又は損失（△） 292 △675 70 △312 △72 △385

（注）「調整額」の区分は、報告セグメントに配分していない全社費用であり、報告セグメントに帰属しない一般管理

費です。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「物流受託事業」セグメントにおいて、減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上額

は、当第３四半期連結累計期間においては1,054百万円でありますが、四半期連結損益計算書上、「事

業再編損」に含めて表示しております。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

中央物産株式会社(E02712)

四半期報告書

17/20



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
51.97円 △118.70円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
570 △1,303

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円）
570 △1,303

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,987 10,982

（注）当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成27年２月９日

中央物産　株式会社

取締役会　御中
 

有限責任監査法人　トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 向　　　　　眞　　生　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松　　田　　道　　春　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央物産株式
会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２６年１０月
１日から平成２６年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年１２月３１日
まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算
書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央物産株式会社及び連結子会社の平成２６年１２月３１日現在の財
政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

（注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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